
様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
１．特定行為研修に係る受講費用の補助

合計 45 2 41 37 2 0 0 2 0 0

北海道 あり 特定行為研修受講支援事業 特定行為研修を受講する看護師が所属する施設に対し、受講に係る費用又は代替職員にかかる費用を補助する。 あり ○ ○

青森県 あり 認定看護師等育成支援事業費補助
在宅医療等の推進、診療補助体制の強化及び産科医療提供体制の維持を図り、質の高い医療を確保するため、認定看護師等の資格取得に要する研修受講
の経費補助を行う。

あり ○ ○

岩手県 あり 認定看護師等育成支援事業費補助
　本県における看護体制の拡充及び看護の質の向上を図るために、医療機関等の開設者による認定看護師を育成する取組（認定看護師・専門看護師教育
課程、特定行為研修への所属看護師等の派遣）に対する経費（入学金、受講料等）について予算の範囲内で補助するもの。

あり ○ ○

宮城県 あり 看護師特定行為研修支援事業 特定行為研修に看護師を派遣する医療機関等に対し、派遣に伴う経費を補助するもの。 あり ○ ○

秋田県 あり 専門看護師等養成事業 看護職員を専門・認定看護師養成研修または特定行為研修を受講させる医療機関に対して受講料、入学金等を助成する。 あり ○ ○

山形県 あり 山形県キャリアアップ支援事業費補助金
県民に対し安全で質の高い医療サービスの提供及び県内で働く看護師等に資質向上の機会を与えることにより、医療機関等が離職防止及び県内定着等を
図るため、認定看護師、専門看護師（以下「認定看護師等」という。）及び特定行為研修修了者を養成するための取組みを行う医療機関等に対し、補助
金を交付する。

あり ○

福島県 あり 特定行為研修推進事業 特定行為研修の受講料及び、受講するのに必要な経費を補助する。 あり ○ ○

茨城県 あり 看護師特定行為研修推進事業 受講促進させるための研修受講料及び看護師の代替職員の人件費への補助、制度周知のための説明会の開催 なし ○ ○

栃木県 あり 認定看護師養成支援等事業 特定行為研修及び指導者研修の受講に関する経費を負担した医療機関への補助を行う。 あり ○ ○

群馬県 あり 看護師特定行為研修支援（受講費補助） 医療機関や訪問看護ステーションに所属する看護職員が特定行為研修を受講する際の費用について、派遣する施設に補助する。 あり ○ ○

埼玉県 あり 認定看護師資格取得・特定行為研修受講看護師等支援事業 認定看護師教育機関、特定行為研修を受講する看護師を対象に１人２０万円を補助するもの。 あり ○

千葉県 あり 千葉県看護師特定行為研修等支援事業
所属している職員の身分を保持したまま、「特定行為研修」、「特定行為研修を組み込んだ新たな認定看護師教育（Ｂ課程）」を受講させた病院、診療
所、訪問看護STに対し補助する。

あり ○ ○

あり
病院勤務者勤務環境改善事業
（チーム医療推進の取組）

医師の業務負担軽減のため、看護師の特定行為研修受講に係る研修受講期間中の人件費や研修参加費等を補助する。 あり ○

あり 感染管理認定看護師等資格取得支援事業
病院が実施する 従事職員の 感染管理 に関する 資格取得を支援する取組に対し、東京都が必要な経費を補助することで、 都内における感染管理の専門
資格を有する医療人材の育成を促し確保を図るとともに、新興感染症等への対応及び平常時からの病院における感染管理の 質の向上を図る 。

あり ○

あり 認定看護師資格取得支援事業 訪問看護師の資質向上・労働意欲の向上を図り、定着の促進に繋げるため、資格取得支援を実施します。 あり ○

神奈川県 あり 特定行為研修受講促進事業費補助事業
看護師が特定行為研修を受講する際に指定研修機関に支出した経費のうち、県内の医療機関及び訪問看護ステーションが当該看護師に支払った経費の一
部を補助する。

あり ○ ○

新潟県 あり 特定行為研修受講支援事業 県内の医療機関や訪問看護ステーション等に対し、当該施設が雇用する看護職員の特定行為研修受講に要する経費を補助する。 あり ○ ○

あり 看護職員育成研修支援事業
県内の病院等に勤務する看護職員を対象に、保健師助産師看護師法に想定する特定行為研修機関の特定行為研修又は認定看護師教育課程を受講する看護
職員に代わり、所属施設が負担した受講料の一部に相当する額を補助する。

あり ○

あり 訪問看護師資質向上事業
訪問看護師の資質及び看護水準の向上により訪問看護の普及を図るため、訪問看護ステーションの設置者に対し、認定看護師教育課程及び特定行為研修
課程受講に係る経費を一部補助している。

あり ○

石川県 あり 看護師特定行為研修支援事業 特定行為研修を受講する看護師が所属する医療機関等へ受講料、図書費、交通費、宿泊費等の受講経費を補助する。 あり ○ ○

福井県 あり 特定行為研修受講支援事業補助金
医療機関等が、当該職員を保健師助産師看護師法第３７条の３に定める研修機関（以
下「指定研修機関」という）で実施する特定行為研修もしくは特定行為研修を組み込んでいる認定看護師教育研修に派遣する取組に対して補助する。

あり ○

山梨県 あり 特定行為研修受講促進事業 県内で実施される特定行為研修に看護師を派遣した医療機関等に対し、入学料、受講料、教材費などを負担した経費を助成する あり ○ ○

長野県 あり 特定行為受講支援事業
県内に所在する訪問看護ステーション、医療機関及び介護保険施設の施設開設者に対し、所属する看護師の特定行為研修受講に要した経費を補助するも
の。（補助上限額：受講料689千円、旅費520千円）（施設開設者が支払った分が対象）

あり ○ ○ ○

岐阜県 あり 岐阜県看護師特定行為研修支援事業費補助金
在宅医療等の推進及び医師の業務負担軽減に向けた取り組みを促進するため、指定訪問看護施設の開設者が行う、特定行為研修を受講する看護職員を支
援する事業に対し補助金を交付する

あり ○ 介護保険施設

静岡県 あり 看護の質向上促進研修事業費補助金 特定行為研修派遣事業を実施する病院または訪問看護ステーション等の設置者に対し、受講費及び入学金の補助を行う。 あり ○ ○

愛知県 あり 特定行為研修事業費補助金
訪問看護事業所又は介護保険施設で働く看護師が特定行為研修を受講する際に指定研修機関に支出した経費（入学金及び授業料。申請年度の受講期間に
係る経費に限る）を補助する。

あり ○ 介護保険施設

三重県 あり 看護職員キャリアアップ支援事業 特定行為研修の受講に要する経費を補助する。 あり ○ ○
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様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
１．特定行為研修に係る受講費用の補助

滋賀県 あり
認定看護師育成・特定行為研修受講促進事業費
補助金

病院等における看護職員を、特定行為研修（在宅分野限定）の受講に要する経費（入学金および受講料）に対し助成を行う。 あり ○ ○
看護職配置が法令で定
められている施設等

京都府 あり 高齢化社会に対応した救急医療体制充実事業 救急分野に係る特定行為研修等を受講する際の受講費等に関する費用を補助する あり ○

大阪府 なし

兵庫県 あり 特定行為研修助成事業 医療機関・訪問看護事業所等の看護職員が特定行為研修を受講する際に係る経費（受講料）に対する補助 あり ○ ○

奈良県 あり 看護職員資質向上支援事業補助金 県内指定研修機関が実施する特定行為研修の受講経費を助成する病院等に対する補助を行う。 あり ○ ○

和歌山県 あり 和歌山県特定行為研修受講支援事業補助金 医療機関や訪問看護ステーションに所属する看護師が特定行為研修の受講に必要な経費を補助する。 あり ○ ○
対象医療機関は、県が
指定した地域密着型協
力医療機関のみ

鳥取県 あり 看護師の特定行為研修補助事業 特定行為研修に看護職員を派遣するために要する経費（旅費、受講料等）を補助する あり ○ ○

島根県 あり 特定行為研修関連教育受講支援事業 特的行為研修を受講する際に係る経費を県が補助 あり ○ ○

岡山県 あり
看護職員の資質向上支援事業
（看護師の特定行為研修機関派遣支援事業）

看護職員の資質向上を図るため、雇用している看護師等の特定行為研修機関派遣に係る受講経費を負担する医療機関等に対し補助を行う（補助率：受講
料等　１/２以内）

あり ○ ○

広島県 あり
看護職員の資質向上支援事業
（看護職員の資質向上支援事業補助金）

県内の病院，診療所又は訪問看護ステーションに就業する看護職員の資質向上を図るため，看護職員を特定行為指定研修機関及び認定看護師教育機関へ
派遣する費用の一部を助成する。

あり ○ ○

山口県 あり 特定行為研修派遣助成事業 特定行為研修に看護職員を派遣する施設等に対する研修費の補助 あり ○ ○

徳島県 あり
キャリアアップ支援事業
（看護師の特定行為研修受講支援事業）

安心な在宅医看護師の特定行為研修の受講を促進するため、研修受講等に必要な経費の補助を行う。 あり ○ ○

香川県 なし

愛媛県 あり 看護師特定行為研修派遣事業 特定行為研修へ看護師等を派遣する施設への助成。 あり ○

高知県 あり 看護職員・医療スタッフ研修派遣支援
安心で質の高い医療提供体制の充実を図るため、県内の医療機関等に勤務する看護職員又は医療スタッフが高度な技術を有する資格を取得するなどの目
的で先進的な医療機関等で研修（特定行為研修を含む）を行うことに対して補助を行う。

あり ○ ○

福岡県 あり 看護師の特定行為研修推進事業
医療機関等に対し研修の受講費用を補助することにより、質の高い医療及び看護の提供を図る。
補助対象：医療機関、訪問看護S、介護施設等　、補助対象経費：研修の入学料、受講料、基準額：700千円、補助率：1/2もしくは2/3

あり ○ ○

佐賀県 あり
看護師特定行為研修推進事業
（特定行為研修受講料補助）

特定行為研修の受講を促進するため、補助事業者に対し、特定行為研修を受講するために必要な経費（入学料、受講料）の1/2を補助する。 あり ○

長崎県 あり 質の高い看護職員育成事業 病院及び訪問看護ステーションが雇用する看護職員の認定看護師及び特定行為研修受講経費の補助を行う。 あり ○ ○

熊本県 あり 在宅医療等に係る特定行為看護師等養成支援事業 在宅医療等に係る特定行為看護師等養成研修受講に係る経費の補助 あり ○ ○

あり 特定行為看護師等養成支援事業 医療機関の看護師が、診療看護師や特定行為看護師を養成する際の研修費を補助 あり ○

あり 訪問看護ステーション特定行為看護師養成支援事業 訪問看護ステーションが雇用している看護師に特定行為研修を受講させるために負担した受講料を補助。 あり ○

宮崎県 あり 特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 医療機関等に対し、特定行為研修、認定看護師教育課程（B課程）の研修派遣に関する補助金を交付するもの あり ○ ○ ○

鹿児島県 あり 看護師特定行為研修受講支援事業
訪問看護事業所等に勤務する看護職員が，厚生労働省指定研修機関で実施される特定行為研修を受講するため，当該訪問看護事業所等が負担する研修の
受講に要する経費を助成する。

あり ○

沖縄県 あり 認定看護師・特定行為研修支援事業
看護師の特定行為研修修了者の育成を目的に所属看護職員を特定行為研修に派遣し、修了させるために必要な受講費（入学料、授業料、実習費等）への
補助

あり ○ ○
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様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
２．　特定行為研修受講時の代替職員雇用に係る費用補助

合計 27 1 17 23 0 0 0 0 0 0

北海道 あり 特定行為研修受講支援事業 特定行為研修を受講する看護師が所属する施設に対し、受講に係る費用又は代替職員にかかる費用を補助する。 あり ○ ○

青森県 なし

岩手県 なし

宮城県 なし

秋田県 あり 専門看護師等養成事業 看護職員を認定看護師養成研修または特定行為研修を受講させる医療機関に対して、研修受講中の代替職員の人件費等を助成する。 あり ○ ○

山形県 あり 山形県キャリアアップ支援事業費補助金
県民に対し安全で質の高い医療サービスの提供及び県内で働く看護師等に資質向上の機会を与えることにより、医療機関等が離職防止及び県内定着等を
図るため、認定看護師、専門看護師（以下「認定看護師等」という。）及び特定行為研修修了者を養成するための取組みを行う医療機関等に対し、補助
金を交付する。

あり ○

福島県 あり 特定行為研修推進事業 特定行為研修の代替職員の人件費を補助する。（人件費は訪問看護ステーションのみ） あり ○ ○

茨城県 あり 看護師特定行為研修推進事業 受講促進させるための研修受講料及び看護師の代替職員の人件費への補助、制度周知のための説明会の開催 なし ○ ○

栃木県 あり 認定看護師養成支援等事業 訪問看護ステーションに所属する看護師が特定行為研修を受講する期間の代替職員の人件費の一部を補助する。 あり ○

群馬県 あり 感染管理認定看護師研修支援
認定看護師研修へ看護師を参加させる病院等に対して、受講に係る費用分（代替職員の費用含む）を補助。令和５年度まで感染管理認定看護師教育課程
（Ａ課程）に限定していたが、令和６年度からＢ課程（特定行為研修を含んだもの）も対象としている。

あり ○ ○

埼玉県 あり 認定看護師・特定行為研修受講看護師育成補助事業 認定看護師教育機関、特定行為研修を受講する看護師を派遣する病院等に対し、派遣中もしくは代替職員の人件費の一部を補助するもの。 あり ○ ○

千葉県 なし

東京都 あり 感染管理認定看護師等資格取得支援事業
病院が実施する 従事職員の 感染管理 に関する 資格取得を支援する取組に対し、東京都が必要な経費を補助することで、 都内における感染管理の専
門資格を有する医療人材の育成を促し確保を図るとともに、新興感染症等への対応及び平常時からの病院における感染管理の 質の向上を
図る 。

あり ○

神奈川県 なし

新潟県 なし

富山県 あり 訪問看護師資質向上事業
訪問看護師の資質及び看護水準の向上により訪問看護の普及を図るため、訪問看護ステーションの設置者に対し、認定看護師教育課程及び特定行為研修
課程受講に係る経費を一部補助している。

あり ○

石川県 なし

福井県 あり 特定行為研修受講支援事業補助金
医療機関等が、当該職員を保健師助産師看護師法第３７条の３に定める研修機関（以下「指定研修機関」という）で実施する特定行為研修もしくは特定
行為研修を組み込んでいる認定看護師教育研修に派遣する取組に対して補助する。

あり ○

山梨県 あり 特定行為研修受講促進事業 県内で実施される特定行為研修に受講する訪問看護師の代替職員に対する受講研修期間中の経費を助成する あり ○

長野県 あり 特定行為受講支援事業
県内に所在する訪問看護ステーション、介護保険施設等の開設者に対し、所属する看護師が特定行為研修を受講するにあたり雇用した代替職員の人件費
等を補助するもの。（270千円/人×４月を上限とする）

あり ○ ○

岐阜県 あり 岐阜県看護師特定行為研修支援事業費補助金
在宅医療等の推進及び医師の業務負担軽減に向けた取り組みを促進するため、指定訪問看護施設の開設者が行う、特定行為研修を受講する看護職員を支
援する事業に対し補助金を交付する

あり ○ 介護保険施設

静岡県 あり 研修機関代替職員確保事業費補助金
研修派遣機関代替職員確保事業を実施する病院、認知症疾患医療センターまたは訪問看護ステーション等の設置者に対し、所属する看護職員を特定行為
研修に派遣する間に代替職員を雇用する人件費を補助する。

あり ○ ○

愛知県 あり 特定行為研修事業費補助金
訪問看護事業所又は介護保険施設で働く看護師が特定行為研修を受講するにあたり、受講期間を通して1か月以上雇用した代替職員の賃金（申請年度の
受講期間の賃金に限る）を補助する。

あり ○ 介護保険施設

三重県 なし

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助

の有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団

体
教育機関

指定研修機
関

医療機関 医師会
事業名



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
２．　特定行為研修受講時の代替職員雇用に係る費用補助

滋賀県 あり 認定看護師育成・特定行為研修受講促進事業費補助金
（３）特定行為研修を受講する訪問看護ステーションの代替職員雇用経費に対して助成を行う。
基準額　４００千円　　補助率　２分の１

あり ○ ○
看護職配置が法
令で定められて
いる施設等

京都府 なし

大阪府 あり
訪問看護ネットワーク事業
（特定行為研修等代替職員確保支援）

訪問看護ステーションに所属する看護師が特定行為研修を受講する際の代替職員確保に関する費用を補助する。 あり ○

兵庫県 あり
在宅看護体制機能強化事業
（特定行為研修受講支援事業）

自施設職員へ特定行為研修を受講させる訪問看護ステーションに対し、特定行為研修受講中の代替職員雇用経費を補助 あり ○

奈良県 あり 看護職員資質向上支援事業補助金 県内指定研修機関が実施する特定行為研修の受講者の代替者を雇用する訪問看護ステーションに対する補助を行う。 あり ○

和歌山県 なし

鳥取県 あり 看護師の特定行為研修補助事業 特定行為研修に看護職員を派遣するための代替え職員雇用に要する人件費を補助する あり ○

島根県 なし なし

岡山県 あり
看護職員の資質向上支援事業
（看護師の特定行為研修機関派遣支援事業）

看護職員の資質向上を図るため、雇用している看護師等の特定行為研修機関派遣に係る受講経費を負担する医療機関等に対し補助を行う（補助率：人件
費　１/５以内）

あり ○ ○

広島県 あり
看護職員の資質向上支援事業
（看護職員の資質向上支援事業補助金）

県内の病院，診療所又は訪問看護ステーションに就業する看護職員の資質向上を図るため，看護職員を特定行為指定研修機関及び認定看護師教育機関へ
派遣する費用の一部を助成する。

あり ○ ○

山口県 なし

徳島県 あり
キャリアアップ支援事業
（看護師の特定行為研修受講支援事業）

同上 あり ○ ○

香川県 なし

愛媛県 なし

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 なし

長崎県 なし

熊本県 あり 在宅医療等に係る特定行為看護師等養成支援事業 在宅医療等に係る特定行為看護師等養成研修受講に係る代替職員雇用に係る経費の補助 あり ○ ○

大分県 あり 特定行為看護師等養成支援事業 診療看護師や特定行為看護師を養成する際の代替看護師の人件費を補助。 あり ○

宮崎県 なし

鹿児島県 なし

沖縄県 あり 認定看護師・特定行為研修支援事業 看護師の特定行為研修修了者の育成を目的に所属看護職員を特定行為研修に派遣する際の代替看護職員の人件費への補助 あり ○ ○

３．　特定行為研修受講時の代替職員の調整
該当なし

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業名 事業の概要
委託・補助

の有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

その他
看護関係団

体
教育機関 医師会

その他
（具体的に

記載下さい）

指定研修機
関

医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
４．指定研修機関の設備整備補助

合計 3 2 2 0 0 0 0 0 0 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 なし

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 なし

福島県 なし

茨城県 なし

栃木県 なし

群馬県 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 なし

神奈川県 なし

新潟県 なし

富山県 なし

石川県 なし

福井県 なし

山梨県 なし

長野県 なし

岐阜県 なし

静岡県 なし

愛知県 なし

三重県 なし

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関指定研修機関 医療機関 医師会
事業名



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
４．指定研修機関の設備整備補助

滋賀県 なし

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 なし

鳥取県 あり 看護師の特定行為研修推進事業 特定行為研修の指定研修機関又は協力施設として他施設の受講生に実習指導を行う施設に指導者の人件費を補助 あり ○ ○

島根県 なし なし

岡山県 なし

広島県 なし

山口県 なし

徳島県 なし なし

香川県 なし

愛媛県 なし

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 なし

長崎県 なし

熊本県 なし

大分県 なし

宮崎県 あり 特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 指定研修機関や研修協力施設の準備にかかる費用の一部補助を行うもの。 あり ○

鹿児島県 なし

沖縄県 あり 特定行為研修機関支援事業 県内の看護師特定行為研修機関において必要となる備品の購入、更新に必要な経費への補助 あり ○

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業名 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

その他
看護関係団体

教育機関 医師会
その他

（具体的に
記載下さい）

指定研修機関 医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
５．指定研修機関における研修運営

合計 4 2 1 0 1 0 0 0 0 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 なし なし

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 なし

福島県 あり 特定行為研修推進事業 指定研修機関の運営経費の一部を補助する。 あり ○

茨城県 なし

栃木県 なし

群馬県 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 なし

神奈川県 なし

新潟県 なし

富山県 なし

石川県 なし

福井県 なし

山梨県 なし

長野県 なし

岐阜県 なし

静岡県 なし

愛知県 なし

三重県 なし

都道府県名 その他
（具体的に
記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要 委託・補助の
有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関指定研修機関 医療機関 医師会
事業名



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
５．指定研修機関における研修運営

滋賀県 なし

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 あり 在宅医療等を支える特定行為研修指定研修機関運営補助
県内で唯一、県下全域の看護師を対象とする指定研修機関に、事業運営の補助を行い、継続的な特定行為研修修了看護師の養成及び修了者の活動をバックアッ
プする体制構築を支援する。

あり ○

鳥取県 なし

島根県 なし なし

岡山県 なし

広島県 なし

山口県 なし

徳島県 なし なし

香川県 あり 感染管理認定看護師教育機関運営費補助
感染管理認定看護師を県内医療機関に輩出できる環境を整え、新興感染症への対策強化を図ることを目的に感染管理認定看護師教育機関の運営に要する経費
の一部を補助

あり ○

愛媛県 なし

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 なし

長崎県 なし

熊本県 なし

大分県 なし

宮崎県 あり 特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 指定研修機関や研修協力施設の運営（初年度）にかかる費用の一部補助を行うもの。 あり ○

鹿児島県 なし

沖縄県 なし

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業名 事業の概要 委託・補助の
有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

その他
看護関係団体

教育機関 医師会
その他
（具体的に
記載下さい）

指定研修機関 医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
６．制度の理解促進、周知、受講に係る支援制度の紹介

合計 21 2 1 1 10 0 0 1 2 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 あり 認定看護師等活動促進事業
認定看護師、特定行為研修修了者（以下、「認定看護師等」とする。）の更なる確保及び推進を図るため、認定看護師等を対象とした指導・相談能力の
更なる向上及び院内外での活動の推進、多職種との協働や看護職へのコンサルテーションを実践事例から学ぶセミナーや県内の医療関係者等を対象とし
た認定看護師等の役割や地域における活用などの理解を深めるための研修会等を実施する事業。

あり ○

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 あり 特定行為研修事業 看護師の特定行為の実践がもたらす効果を県内にさらに広めるため、実践する看護師及び指導する医師等を講師とした研修会を開催する。 あり ○

福島県 あり 特定行為研修推進事業 普及啓発のための講習会の開催等。 あり ○

茨城県 あり 看護師特定行為研修推進事業 受講促進させるための研修受講料及び看護師の代替職員の人件費への補助、制度周知のための説明会の開催 あり ○ ○

栃木県 あり 栃木県特定行為研修修了者及び認定看護師等活動推進事業
これからキャリアアップを考える看護師（概ね３年目以上）に対し、特定行為研修修了者等の活動の実際、やりがいや魅力などを普及するための研修を
実施

あり ○

群馬県 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 あり 看護師等キャリアアップ支援事業
認定看護師、特定行為研修修了者など専門的資格を取得した看護師等の活用を促進するため、施設管理者等の理解促進に向けた講演会、グループワーク
等を実施する。

あり ○

神奈川県 なし

新潟県 あり 専門性の高い看護職員育成事業
・看護管理者の理解促進に向けた、有資格者の活動紹介や人事交流等の実施
・受講意欲の向上に向けた、有資格所及び修了者のネットワーク化

あり ○

富山県 なし

石川県 あり 看護師特定行為研修支援事業 特定行為研修制度の普及啓発を目的とした研修会を行う あり ○

福井県 あり 看護師の特定行為研修推進事業 在宅医療等の推進や医師のタスクシフティングを進めるため、特定行為を行うことができる看護師の養成に向け、特定行為研修制度の周知を図る あり ○

山梨県 なし

長野県 なし

岐阜県 なし

静岡県 あり 特定行為研修普及事業（委託） 特定行為研修修了者等を対象とした実践報告会の実施。 あり ○

愛知県 なし

三重県 あり 特定行為研修制度普及促進事業 県内で特定行為研修を受けられる体制を整え、特定行為研修修了者を確保するため、特定行為研修制度に係る説明会＆相談会（年2回）を開催する。 なし

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関指定研修機関 医療機関 医師会
事業名



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
６．制度の理解促進、周知、受講に係る支援制度の紹介

滋賀県 あり 特定行為研修周知・活用促進事業
特定行為研修修了者（特定看護師）の活動の推進と、県内看護職への特定行為研修受講者増加のため、研修制度の周知のための広報、研修制度の概要、
施設での活用など研修修了後の活動等について啓発を行う。

あり ○

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 なし

鳥取県 なし

島根県 あり 特定行為にかかる看護師の研修制度普及促進事業 看護師の特定行為の普及啓発を目的としたシンポジウムの開催を委託 あり ○

岡山県 あり 看護師特定行為研修修了者養成促進事業 特定行為研修に関する制度の普及のための研修会や、県内特定行為研修修了者のフォローアップのための情報交換会・交流会を開催する。 あり ○

広島県 あり
看護職員の資質向上支援事業
（看護師の特定行為研修制度説明会）

看護師の特定行為研修制度の理解を深め，研修機能の増大や研修受講者の増加，研修修了者の活用促進を図るために，特定行為研修制度の普及及び研修
修了者の活用方法などの周知に係る説明会を医療機関等の管理者等を中心とした対象に実施する。

なし

山口県 なし

徳島県 あり
キャリアアップ支援事業
（在宅分野における特定行為研修修了者活動体制構築推進事
業）

①在宅分野における特定行為研修制度普及・啓発のためのシンポジウムの開催
②特定行為研修を終了した訪問看護師と訪問診療医をつなぐシステムの開発・運用
③②にかかる相談業務
④特定行為研修修了者のフォローアップ研修等

あり ○

香川県 なし

愛媛県 あり 看護師特定行為研修普及推進事業 特定行為研修を推進するための研修会の開催。 あり ○

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 あり
看護師等特定行為研修推進事業（特定行為
研修制度周知のための説明会及び研修会）

県内の医師や看護師、訪問看護ステーションや介護保険施設職員等に特定行為研修制度周知と推進を図るため説明会、研修会を開催する。 なし

長崎県 なし

熊本県 あり 在宅医療等に係る特定行為看護師等養成支援事業 訪問看護ステーション管理者等をを対象として、制度の理解促進と普及を図るための研修を実施。 なし

大分県 あり 特定行為研修普及啓発事業
在宅医療の推進、医師の働き方改革に伴うタスク・シフト/タスク・シェアを推進するため、医療機関等における特定行為研修制度の理解促進や円滑な研
修実施による安定的な特定行為看護師の養成により、医師と連携した特定行為看護師の活動を促進。

あり ○

宮崎県 あり 特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 特定行為研修に関する制度の普及のための研修会や、県看護協会、県医師会の研修会にて、制度に関する説明を行うもの。 なし

鹿児島県 なし

沖縄県 なし

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業名 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

その他
看護関係団体

教育機関 医師会
その他

（具体的に
記載下さい）

指定研修機関 医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
７．特定行為研修修了者に対する事業（症例検討、実践報告会、研修会等の開催）

事業名

合計 13 2 0 0 6 0 0 1 0 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 あり 認定看護師等活動促進事業
認定看護師、特定行為研修修了者（以下、「認定看護師等」とする。）の更なる確保及び推進を図るため、認定看護師等を対象とした指導・相談能力
の更なる向上及び院内外での活動の推進、多職種との協働や看護職へのコンサルテーションを実践事例から学ぶセミナーや県内の医療関係者等を対象
とした認定看護師等の役割や地域における活用などの理解を深めるための研修会等を実施する事業。

あり ○

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 なし

福島県 あり 特定行為研修推進事業
・指導者養成のための研修会を開催する。
・特定行為修了者の実践力向上や更なる活躍を目的とした修了者向けフォローアップ講習会を開催する。

あり ○

茨城県 なし

栃木県 あり 栃木県特定行為研修修了者及び認定看護師等活動推進事業 特定好研修修了者等の情報交換会を実施 あり ○

群馬県 あり
特定行為研修修了者フォローアップ研修会
群馬県特定行為研修指定研修機関情報交換会

特定行為研修修了者の活動体制を推進するため、修了者のフォローアップ及びネットワーク形成を図る。 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 なし

神奈川県 なし

新潟県 あり 専門性の高い看護職員育成事業
・看護管理者の理解促進に向けた、有資格者の活動紹介や人事交流等の実施
・受講意欲の向上に向けた、有資格所及び修了者のネットワーク化

あり ○

富山県 なし

石川県 なし

福井県 なし

山梨県 なし

長野県 なし

岐阜県 なし

静岡県 あり
特定行為研修普及事業（委託）
特定行為研修に係る交流会（直営）
指定研修機関意見交換会

特定行為研修普及のため、医療従事者および事務職員等を対象に特定行為研修に係る交流会を実施。 あり ○

愛知県 なし

三重県 なし

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関事業名 指定研修機関 医療機関 医師会



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
７．特定行為研修修了者に対する事業（症例検討、実践報告会、研修会等の開催）

事業名

滋賀県 あり 特定行為研修周知・活用促進事業
特定行為研修修了者（特定看護師）の活動の推進と、県内看護職への特定行為研修受講者増加のため、研修制度の周知のための広報、研修制度の概
要、施設での活用など研修修了後の活動等について啓発を行う。

あり ○

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 なし

鳥取県 なし

島根県 あり 特定行為にかかる看護師の研修制度普及促進事業
特定行為研修修了者の医療現場等での活動状況・課題を共有し、修了者がその役割をさらに発揮できるよう活動の理解を深るための情報交換会の開催
を委託

あり ○

岡山県 あり 看護師特定行為研修修了者養成促進事業 特定行為研修に関する制度の普及のための研修会や、県内特定行為研修修了者のフォローアップのための情報交換会・交流会を開催する。 あり ○

広島県 なし

山口県 なし

徳島県 あり
キャリアアップ支援事業（在宅分野における特定行為研修
修了者活動体制構築推進事業）

①在宅分野における特定行為研修制度普及・啓発のためのシンポジウムの開催
②特定行為研修を終了した訪問看護師と訪問診療医をつなぐシステムの開発・運用
③②にかかる相談業務
④特定行為研修修了者のフォローアップ研修等

あり ○

香川県 なし

愛媛県 なし なし

高知県 なし

福岡県 あり
看護師の特定行為研修推進事業
（特定行為研修修了者意見交換会）

特定行為研修修了者の意見交換会を実施。

佐賀県 あり
看護師等特定行為研修推進事業（県内研修受講終了者の意
見交換会）

研修修了者のための特定行為推進のための研修と意見交換会を通してニーズを把握する。 なし

長崎県 なし

熊本県 なし

大分県 なし

宮崎県 あり 特定行為に係る看護師の研修制度推進事業
年間1回の意見交換会を実施。
研修修了者の意見交換会を開催し、特定行為を行うまでの体制の整備などの情報交換を行うもの。

なし

鹿児島県 なし

沖縄県 なし

その他
（具体的に

記載下さい）

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

事業名 指定研修機関 医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関 医師会



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
８．特定行為研修に係る課題やニーズ調査、研修受講状況等の現状把握

事業名

合計 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 なし

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 なし

福島県 なし

茨城県 なし

栃木県 あり ニーズ調査の実施 なし

群馬県 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 あり 看護師等キャリアアップ支援事業 特定行為研修修了者等専門的な資格を持った看護師の配置及び活用状況等の調査をし、実態を把握する。 なし

神奈川県 なし

新潟県 なし

富山県 あり 看護職員育成研修支援事業 県内医療機関を対象に特定行為研修修了者数や修了者の活動状況、課題等を把握するための実態調査を実施。 なし

石川県 なし

福井県 なし

山梨県 なし

長野県 あり （係独自の調査で把握） 県内の医療機関の看護部長に対し、毎年調査を実施する中で特定行為に関する課題やニーズ、現状を併せて把握している。 なし

岐阜県 なし

静岡県 なし

愛知県 なし

三重県 あり 特定行為研修制度普及促進事業
医療・介護現場における特定行為の必要性、指定研修機関等の指定の意向、特定行為研修修了者の活動状況などを把握するとともに、特定行為に係る
看護師の研修制度に関して求める支援を明らかにするため、アンケート調査を実施する。

あり 合同会社SYK

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関事業名 指定研修機関 医療機関 医師会



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
８．特定行為研修に係る課題やニーズ調査、研修受講状況等の現状把握

事業名

滋賀県 なし

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 なし

鳥取県 なし

島根県 あり 特定行為研修及び認定看護師教育課程にかかる状況調査 特定行為研修の受講状況やニーズを調査 なし

岡山県 なし

広島県 なし

山口県 なし

徳島県 なし なし

香川県 なし

愛媛県 なし なし

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 あり
看護師等特定行為研修推進事業
（指定研修機関への働きかけ及び研修修了者の活動状況の
ヒアリング）

医療計画策定等に資する特定行為研修に係る課題やニーズ、現状の把握 なし

長崎県 なし

熊本県 なし

大分県 なし

宮崎県 なし

鹿児島県 なし

沖縄県 なし

その他
（具体的に

記載下さい）

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

事業名 指定研修機関 医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関 医師会



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
９．特定行為研修制度の推進に係る協議の場等の開催

事業名

合計 6 0 0 0 3 0 0 0 0 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 なし

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 なし

福島県 あり 特定行為研修推進事業 指定研修機関の連携強化を図る連絡会議を設置し、協議を行う。 なし 都道府県

茨城県 なし

栃木県 あり 栃木県特定行為研修修了者及び認定看護師等活動推進事業 関係機関等からの意見を踏まえた研修企画や周知方法の検討を行う。 あり ○ 都道府県

群馬県 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 なし

神奈川県 なし

新潟県 あり 専門性の高い看護職員育成事業
・看護管理者の理解促進に向けた、有資格者の活動紹介や人事交流等の実施
・受講意欲の向上に向けた、有資格所及び修了者のネットワーク化

あり ○ 都道府県

富山県 あり 看護職員育成研修支援事業 県内指定研修機関連絡会を開催し、各機関における研修の実施状況や課題等の情報共有を図り、意見交換を実施。 なし 都道府県

石川県 なし

福井県 なし

山梨県 なし

長野県 なし

岐阜県 なし

静岡県 なし

愛知県 なし

三重県 なし

指定研修機関 医療機関 医師会

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

開催単位訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関事業名



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
９．特定行為研修制度の推進に係る協議の場等の開催

事業名

滋賀県 なし

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 なし

鳥取県 なし

島根県 なし

岡山県 なし

広島県 なし

山口県 なし

徳島県 なし なし

香川県 なし

愛媛県 あり 特定行為研修評価委員会(年1回開催） 特定行為研修制度の受講者選定や当該受講者を活用した府急拡大方針等を検討する。 あり ○ 都道府県

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 あり 看護師等特定行為研修推進事業（特定行為研修推進検討会） 県内での特定行為研修制度を推進するため、医師や看護師等関係者との検討会を開催する。 なし 都道府県

長崎県 なし

熊本県 なし

大分県 なし

宮崎県 なし

鹿児島県 なし

沖縄県 なし

その他
看護関係団体

教育機関 医師会

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

開催単位
事業名 指定研修機関 医療機関

その他
（具体的に

記載下さい）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
１０．その他

事業名

合計 7 2 3 3 1 0 0 1 0 0

北海道 なし

青森県 なし

岩手県 なし

宮城県 なし

秋田県 なし

山形県 なし

福島県 なし

茨城県 あり 看護師特定行為研修推進事業 管理者からの研修修了者の活動促進のための組織的支援・研修修了者の活動状況の説明会 あり ○ ○

栃木県 なし

群馬県 なし

埼玉県 なし

千葉県 なし

東京都 なし

神奈川県 なし

新潟県 なし

富山県 なし

石川県 なし

福井県 あり 看護職員研修推進協議会 看護職員の研修全般の協議会を開催している あり ○

山梨県 なし

長野県 なし

岐阜県 なし

静岡県 あり 特定行為研修運営事業費補助金 特定行為研修協力施設に対して、他施設の受講生を受け入れた場合、導入・運営費の補助を行う。 あり ○ ○

愛知県 なし

三重県 あり
看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業費補
助金

特定行為研修を行う指定研修機関の設置準備や運営に係る施設整備を支援することにより、指定研修機関の確保及び特定行為研修を修了した看護師の
計画的な養成を図る。

あり ○

都道府県名 その他
（具体的に

記載下さい）

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関事業名 指定研修機関 医療機関 医師会



様式1-２　特定行為に係る看護師の研修制度に関する事業
１０．その他

事業名

滋賀県 なし

京都府 なし

大阪府 なし

兵庫県 なし

奈良県 なし

和歌山県 なし

鳥取県 なし

島根県 あり 看護師の特定行為に係る指定研修機関設置・運営事業 島根県立中央病院に特定行為研修機関の設置・運営を委託 あり ○

岡山県 なし

広島県 なし

山口県 なし

徳島県 あり キャリアアップ支援事業（在宅分野における特定行為研修
修了者活動体制構築推進事業）

①在宅分野における特定行為研修制度普及・啓発のためのシンポジウムの開催
②特定行為研修を終了した訪問看護師と訪問診療医をつなぐシステムの開発・運用
③②にかかる相談業務
④特定行為研修修了者のフォローアップ研修等

あり ○

香川県 なし

愛媛県 なし なし

高知県 なし

福岡県 なし

佐賀県 なし

長崎県 なし

熊本県 なし

大分県 なし

宮崎県 なし

鹿児島県 なし

沖縄県 あり 認定看護師・特定行為研修支援事業 特定行為研修指導者講習会を受講させることを目的に、当該職員を県外の特定行為研修指導者講習会に派遣するために必要な経費（旅費）への補助 あり ○ ○

その他
（具体的に

記載下さい）

都道府県名

令和６年度の実施状況

実施の有無 事業の概要
委託・補助の

有無

委託・補助先（委託・補助している機関に○をして下さい。）

事業名 指定研修機関 医療機関
訪問看護
事業所

都道府県
看護協会

ナース
センター

その他
看護関係団体

教育機関 医師会


